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注記　１．重要な会計方針

　　（１）引当金の計上基準

　　○徴収不能引当金・・・・・・・未収入金の徴収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額を計上している。

　　○退職給与引当金

（短　 期  　大 　学）　退職金の支給に備えるため、期末要支給額　147,283,855円　の１００％を基にして私立大学

　　　　　　　　　　　　退職金財団に対する掛金の累積額と交付金の累積額との繰入調整額を加減した金額を計上している。

（中学校及び高等学校）　退職金の支給に備えるため、期末要支給額　1,038,530,822円　から三重県私学振興会より交付

　　　　　　　　　　　　金相当額を控除した金額の１００％を計上している。

　　（２）その他重要な会計方針

　　○有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　移動平均法に基づく原価法である。

２．重要な会計方針の変更等

３．減価償却額の累計額の合計額 6,831,420,523円

４．徴収不能引当金の合計額 0円

５．担保に供されている資産の種類及び額 0円

６．翌会計年度以降の会計年度において基本金へ組入れを行うこととなる金額 39,220,500円

７．当該会計年度の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない場合のその旨と対策

       第４号基本金に相当する資金を有しており、該当しない。

８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項

　（１）有価証券の時価情報

①　総括表 （単位　円）

貸借対照表計上額 時　　　価 差　　　額

273,297,674 288,396,401 15,098,727

(200,000,000) (200,493,900) (493,900)

871,511,806 806,318,421 △65,193,385

(871,511,806) (806,318,421) (△65,193,385)

1,144,809,480 1,094,714,822 △50,094,658

(1,071,511,806) (1,006,812,321) (△64,699,485)

-

1,144,809,480

②　明細表 （単位　円）

貸借対照表計上額 時　　　価 差　　　額

971,511,806 921,362,300 △50,149,506 

3,297,674 17,369,501 14,071,827 

170,000,000 155,983,021 △14,016,979 

- - -

- - -

1,144,809,480 1,094,714,822 △50,094,658 

-

1,144,809,480 

（うち満期保有目的の債券）

当年度（令和５年３月３１日）

時価が貸借対照表計上額を超えるもの

（うち満期保有目的の債券）

時価が貸借対照表計上額を超えないもの

有価証券合計

　　　該当無し

株　式

投資信託

貸付信託

その他

合　計

時価のない有価証券

（うち満期保有目的の債券）

時価のない有価証券

有価証券合計

種　類
当年度（令和５年３月３１日）

債　券

合　　計
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